【別添１】

温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業整備計画書
	代表事業者
	事業実施責任者

	
	氏名
	所属機関名・部局・役職名
	所属機関所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	経理責任者

	
	氏名
	所属機関名・部局・役職名
	所属機関所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	Fax番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	申請事業者の主な業務内容※1
	

	事業の実施場所

（工場・事業場）
	名称・所在地


	事業実施場所の分類※２
	　工場（物の製造・加工施設）　／　事業場（工場以外…オフィス等）

	事業実施場所の主な業務内容
	

	共同事業者
	機関・組織等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	所属部局・役職名
	Tel,Fax番号
	E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	窓口担当者

(排出削減実施
事業者)※３
	
	
	
	
	


※１　企業のパンフレット等、事業内容の説明資料を別途添付すること。主な共同事業者についてもパンフレット等があれば添付すること。
※２　工場・事業場の定義については「実施ルール」2.1参照。工場・事業場が混在して１つの参加単位を形成している場合については、補助対象設備を導入するのが主として工場か事業場かにより判断。

※３　排出削減実施事業者（補助設備を用いて実際に排出削減に取り組む事業者）の担当者名を記入すること。Tel、Fax番号、E-mailアドレスいずれの記入も必須。
	事業名
	

	事業期間
	平成　　年　　月　　日 ～ 平成　　年　　月　　日

	導入設備／
技術概要※１
	(複数種類のCO2排出抑制設備を整備する場合は、種類ごとに①、②として記入すること）



	効　果※２
	1 2007年度の年間CO2排出削減予測量　　　　　　　　     （t-CO2／年）
2 補助対象設備の法定耐用年数分のCO2排出削減予測量

　　　　　　（t-CO2／年）　×　　　　　（年）　＝　　　　　　　　  （t-CO2）

（①）　　          　　（設備の法定耐用年数）

	補助の

費用効率性
	1 補助対象事業費の総額／法定耐用年数CO2排出削減予測量
　　　　　　　（円／t-CO2）
2 補助金申請額／法定耐用年数CO2排出削減予測量
　　　　　　　（円／t-CO2）

	補助対象
事業費
	千円
	補助金申請額
	千円

	基準年度CO2
排出量※３
	　　　　t-CO2
　（2003年度）
	　　　　t-CO2
（2004年度）
	　　　　t-CO2
（2005年度）
	　　　　t-CO2
（3年間平均）

	基準年度変更を希望する理由※4
	


注　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用すること。

※1　導入する設備・技術に関する説明資料（パンフレットでも可）を添付すること。

※2　排出削減予測量の算定については、「実施ルール」2.5参照。なお、対象工場・事業場内における、補助対象設備以外による排出削減予測量を含めることも可能。その場合、費用効率性が改善され、採択されやすくなる。なお、この計画書記載の排出削減予測量の数値自体は、以後変更することができない。

※3　基準年度排出量の算定については、「実施ルール」2.5参照。2005年度排出量は、公募段階では暫定値で可。
※4　基準年度は2003～2005年度の3年間平均を原則とするが、固有の事情により例外を認めることもあり得る。その場合、変更を希望する理由を簡潔に記入。ただし、2003～2005年度３年間の排出量の記入は必須。
導入前後の比較図
	導入前

	導入後


注：CO2排出抑制設備の導入前後の比較ができるように、概略図を作成すること。
CO2排出量算定の組織境界
	組織境界（工場の場合、敷地図等を用いて図示。事業場の場合、対象階等を明確に記述。）

	敷地内における主な化石燃料燃焼設備（ボイラー等）、他者から供給を受けた電力・熱を使用する主な設備、工業プロセスからのCO2を排出する設備及び廃棄物焼却設備　（※主な設備を箇条書きで記載）
・

・

・
・
・




注：組織境界については「実施ルール」の「2.1　参加単位（組織境界）」を参照のこと。

（複数事業者による共同申請の場合）各事業者の役割分担について
	代表事業者及び共同事業者につき、各々の担当業務及び関係について図等を用いて記述のこと。

	その他特記事項


【別添２】
温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業経費内訳（平成18年度）
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他

　 の収入
	(3)差引額

　　(1)-(2)
	(4)補助対象経費

 　支出予定額
	(5)補助金所要額

　 (4)×1/3

(原則上限2億円)

	             円
	　　　　 　　円
	 　　　　　 円
	  　       　円
	        　   円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　算　内　訳

	合　　　計
	
	

	購入予定の主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	　　名　　　　 称
	　仕　　様
	  数量
	 単 　価
	 金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


注　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用すること。
【別添３】
2007年度の年間CO2排出削減予測量の内訳

	①
	2007年度のCO2排出削減予測量

（別添１「効果」項目①に該当）
	＿＿＿＿＿＿＿＿（t-CO2／年）

	②
	補助対象設備の導入による

2007年度CO2排出削減予測量
	＿＿＿＿＿＿＿＿（t-CO2／年）

	③
	補助対象設備の導入以外の効果による2007年度CO2排出削減予測量
	＿＿＿＿＿＿＿＿（t-CO2／年）


※①＝②＋③とする。

【補足説明記入欄】

	「③補助対象設備の導入以外の効果による2007年度CO2排出削減予測量」に

ついて、主な要因を記述すること。

	（補助対象設備以外による排出削減努力、エネルギー使用設備の廃止、生産量の減少等、想定される要因について、要因ごとに可能な限り定量的に記述。）
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